
平成３０年度 復興交付金事業等

文部科学省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0)

6,051 6,051 4,538

＜6,051＞ ＜6,051＞ ＜4,538＞

(0) (0) (0) (0) (0)

6,051 6,051 4,538 0 0

＜6,051＞ ＜6,051＞ ＜4,538＞ ＜0＞ ＜0＞

岩手県 担当者氏名

宮古市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

（様式１－４）

宮古市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成29年12月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

 -

 

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

     

  

 

 市  直接 1/2

      

  1    埋蔵文化財発掘調査事業
 田老地区
宮古地区
重茂地区

 市1   A  -   4

             

           

             

      

市町村名 電話番号

 

合計額

都道県名 担当部局名

      



平成２４年度 復興交付金事業等

農林水産省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(764,588) (764,588) (573,440)

0 0

＜764,588＞ ＜764,588＞ ＜573,440＞

(47,145) (47,145) (37,716)

0 0

＜47,145＞ ＜47,145＞ ＜37,716＞

(8,706) (8,706) (6,964)

0 0

＜8,706＞ ＜8,706＞ ＜6,964＞

(3,861,162) (3,378,516) (2,654,548)

0 0

＜3,861,162＞ ＜3,378,516＞ ＜2,654,548＞

(100,000) (100,000) (80,000)

0 0

＜100,000＞ ＜100,000＞ ＜80,000＞

(19,793) (19,793) (15,834)

0 0

＜19,793＞ ＜19,793＞ ＜15,834＞

(84,000) (84,000) (63,000)

0 0

＜84,000＞ ＜84,000＞ ＜63,000＞

(41,800) (41,800) (31,350)

0 0

＜41,800＞ ＜41,800＞ ＜31,350＞

(558,880) (558,880) (447,104)

0 0

＜558,880＞ ＜558,880＞ ＜447,104＞

(38,000) (38,000) (28,500)

0 0

＜38,000＞ ＜38,000＞ ＜28,500＞

【他事業へ流用】（①平成26年7月16日②平成26年10月3
日③平成27年8月18日④平成27年10月14日）
流用先：◆C-2-1-3宮古市広域総合交流促進施設駐車
場等整備事業
流用額：[H26]①139,727千円(国費104,795千円)②8,363
千円（国費6,272千円）③7,339千円（国費5,504千円）
流用先：◆C-2-1-2浄土ヶ浜地区環境整備事業
流用額：［H27］④5,158千円（国費3,868千円）
流用後交付対象事業費：616,887千円（国費462,666千
円）

  1  -

 -

 市  宮古市広域総合交流促進施設整備事業  鍬ヶ崎地区  市

  1  観光客誘客促進事業
 宮古地区
田老地区
重茂地区

 市  市  直接 4/5

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

 直接 1/2

（様式１－４）

宮古市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成29年12月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

3  ◆  C  -   2  -   1

  1  2   C  -   2  -

 水産業共同利用施設復興整備事業
（水産加工流通振興タイプ）

 田老地区
宮古地区
重茂地区

 市  市  直接 1/2

4/5

5   C  -   7  -   1   

  2  浄土ヶ浜地区環境整備事業  宮古地区  市  市  直接4  ◆  C  -   2  -

7  ◆  C  -   7  -   1

  1  -6  ◆  C  -   7  -

 -   7  -   2  

 -

 市  直接 4/5  1  水産経営復興対策事業
 田老地区
宮古地区
重茂地区

 市

 直接 4/5  2  産業復興総合支援事業
 田老地区
宮古地区
重茂地区

 市  市

1/2 
 水産業共同利用施設復興整備事業（漁港施設復
興関係）

 市内19漁港
(市管理）

 宮古市魚市場整備事業
 鍬ヶ崎地区

宮古市魚市場
 市  市

 -

 間接 1/2

 直接 1/2

4/5

 市

9   C  -   7  -   3   

 市  市  直接8   C

 

 市  直接

37   C  -   4  -   1

  3  -   1  宮古市魚市場整備事業（用地）
 鍬ヶ崎地区

宮古市魚市場
 市10  ◆  C  -   7

  生産者再建支援事業
 摂待地区

津軽石・赤前
地区

 県



(102,400) (102,400) (76,800)

0 0

＜102,400＞ ＜102,400＞ ＜76,800＞

(118,700) (118,700) (89,025)

0 0

＜118,700＞ ＜118,700＞ ＜89,025＞

(55,300) (55,300) (41,475)

0 0

＜55,300＞ ＜55,300＞ ＜41,475＞

(282,300) (282,300) (211,725)

0 0

＜282,300＞ ＜282,300＞ ＜211,725＞

(419,600) (419,600) (314,700)

0 0

＜419,600＞ ＜419,600＞ ＜314,700＞

(130,100) (130,100) (97,575)

0 0

＜130,100＞ ＜130,100＞ ＜97,575＞

(96,600) (96,600) (72,450)

0 0

＜96,600＞ ＜96,600＞ ＜72,450＞

(400,000) (400,000) (310,000)

0 0

＜400,000＞ ＜400,000＞ ＜310,000＞

(32,009) (32,009) (25,607)

0 0

＜32,009＞ ＜32,009＞ ＜25,607＞

(211,300) (211,300) (158,475)

0 0

＜211,300＞ ＜211,300＞ ＜158,475＞

(187,500) (187,500) (140,625)

0 0

＜187,500＞ ＜187,500＞ ＜140,625＞

(56,800) (56,800) (42,600)

0 0

＜56,800＞ ＜56,800＞ ＜42,600＞

(592,530) (592,530) (474,024)

0 0

＜592,530＞ ＜592,530＞ ＜474,024＞

(17,000) (17,000) (17,000)

0 0

＜17,000＞ ＜17,000＞ ＜17,000＞

【他事業へ流用】（平成29年1月19日）
流用先：C-6-1漁港施設機能強化事業（市内11漁
港）
流用額：52,000千円（国費：39,000千円）
流用後交付対象事業費：183,550千円（国費：
137,662千円）

  1  

 堀内地区漁業集落防災機能強化事業  堀内地区  県  市  間接 1/2

1/2

39   C  -   5  -   2   

  摂待地区漁業集落防災機能強化事業  摂待地区  県  市  間接38   C  -   5  -

41   C  -   5  -   4

  3  40   C  -   5  -

 -   5  -   5  

 

 市  間接 1/2  浦の沢・追切地区漁業集落防災機能強化事業
 浦の沢・追切

地区
 県

 間接 1/2  音部漁港地区漁業集落防災機能強化事業
 音部・荒巻地

区
 県  市

1/2  重茂漁港地区漁業集落防災機能強化事業  重茂里地区

 千鶏地区漁業集落防災機能強化事業  千鶏地区  県  市

 -

 直接 5/9

 間接 1/2

1/2

 県

43   C  -   5  -   6   

 県  市  間接42   C

  1  -

 

 市  間接

46   C  -   1  -   1

  1    漁港施設機能強化事業  市内11漁港  県44   C  -   6

 
 農用地災害復旧関連区画整理事業（復興基盤総
合整備事業）

 (宮古市)
宮古地区

 県

 女遊戸地区漁業集落防災機能強化事業  女遊戸地区  県  市  間接 1/2

4/5

65   C  -   5  -   7   

  1
 再生可能エネルギープロジェクト推進事業（再生
可能エネルギー導入による産業振興事業）

 宮古地区  市  市  直接56  ◆  C  -   9  -

67   C  -   5  -   9

  8  66   C  -   5  -

 -   1  -   1  -

 

 市  間接 1/2  白浜地区漁業集落防災機能強化事業  白浜地区  県

 間接 1/2  石浜地区漁業集落防災機能強化事業  石浜地区  県  市

4/5  1  漁業集落復興効果促進事業  宮古市

 復興基盤総合整備事業（復興整備実施計画）

 宮古地区
（田老工区、津
軽石、赤前工

区）

 県  県  直接 1112   C  -   1  -   2   

 市  市  直接77  ☆  F

【他事業へ流用】（平成29年10月11日）
流用先：C-1-1農用地災害復旧関連区画整理事業
（復興基盤総合整備事業）
流用額：［H24]71,099千円（53,324千円）
流用後交付対象事業費：91,201千円（国費68,401千
円）



(8,226,213) (7,743,567) (6,010,537) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜8,226,213＞ ＜7,743,567＞ ＜6,010,537＞ ＜0＞ ＜0＞

岩手県 担当者氏名

宮古市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

企画部復興推進課

市町村名 電話番号 0193-68-9096 fukkou@city.miyako.iwate.jp

合計額

都道県名 担当部局名 企画部復興推進課

mailto:fukkou@city.miyako.iwate.jp


平成２６年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(2,330,820) (2,330,820) (2,039,466)

0 0

＜2,330,820＞ ＜2,330,820＞ ＜2,039,466＞

(1,110,000) (1,110,000) (832,500)

0 0

＜1,110,000＞ ＜1,110,000＞ ＜832,500＞

(416,000) (416,000) (312,000)

0 0

＜416,000＞ ＜416,000＞ ＜312,000＞

(845,000) (845,000) (739,375)

0 0

＜845,000＞ ＜845,000＞ ＜739,375＞

(210,000) (210,000) (173,250)

0 0

＜210,000＞ ＜210,000＞ ＜173,250＞

(210,000) (210,000) (173,250)

0 0

＜210,000＞ ＜210,000＞ ＜173,250＞

(530,000) (530,000) (437,250)

0 0

＜530,000＞ ＜530,000＞ ＜437,250＞

(550,000) (550,000) (453,750)

0 0

＜550,000＞ ＜550,000＞ ＜453,750＞

(550,000) (550,000) (453,750)

0 0

＜550,000＞ ＜550,000＞ ＜453,750＞

(600,000) (600,000) (495,000)

0 0

＜600,000＞ ＜600,000＞ ＜495,000＞

事業名を災害公営住宅整備事業に変更
【他事業へ流用】（平成26年5月15日）
流用先D-4-5災害公営住宅整備事業（津軽石地区）
流用額[H26]139,000千円（国費121,625千円）
流用後交付金対象額8,121,000千円（国費7,105,875千円）
【他事業へ流用】（平成29年1月19日）
流用先：D-5-1災害公営住宅家賃低廉化事業
流用額：［H26］23,522千円（国費20,581千円）
流用先：D-6-1東日本大震災特別家賃低減事業
流用額：［H26］29,368千円（25,697千円）
流用後交付対象事業費：8,671,972千円（国費7,587,976千円）

（様式１－４）

宮古市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成29年12月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

 -

 直接 1/2

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

 

 市  直接 3/4

15   D  -     15  -   1

  1    災害公営住宅整備事業（宮古地区）  宮古地区  市11   D  -       4

  中心市街地津波復興拠点整備事業  中心市街地  市  市

 災害公営住宅整備事業
 （宮古市）
宮古地区

 県  県  直接 3/4

1/2

49   D  -       4  -   3   

  津軽石地区津波復興拠点整備事業  津軽石地区  市  市  直接16   D  -     15  -   2  

69   D  -       1  -   4

  3  68   D  -       1  -

 -       1  -   5  

 

 県  直接 2/3  まちづくり連携道路整備事業

 （宮古市）
（主）重茂半島

線
川代

 県

 直接 2/3  まちづくり連携道路整備事業

 （宮古市）
（主）重茂半島

線
石浜

 県  県

 まちづくり連携道路整備事業

 （宮古市）
（主）重茂半島

線
里

 県  県  直接 2/3

2/3

71   D  -       1  -   6   

  まちづくり連携道路整備事業

 （宮古市）
（主）重茂半島

線
千鶏

 県  県  直接70   D

 

 県  直接 2/3

73   D  -       1  -   8

  7    まちづくり連携道路整備事業

 （宮古市）
（主）重茂半島

線
熊の平～堀内

 県72   D  -       1

  まちづくり連携道路整備事業

 （宮古市）
（主）重茂半島

線
堀内～津軽石

 県  県

 -

 直接 2/3

【他事業へ流用】（平成29年10月11日）
流用先：D-17-8鍬ヶ崎・光岸地地区都市再生区画整理事
業
流用額：［H26］328,836千円（国費：287,731千円）
流用後交付対象事業費：4,002,061千円（国費3,501,801千
円）

【他事業へ流用】（平成29年5月10日）
流用先：D-17-8鍬ヶ崎・光岸地地区都市再生区画整理事
業
流用額：［H26］216,000千円（国費：162,000千円）
流用後交付対象事業費：475,600千円（国費：356,700千
円）



(119,000) (119,000) (104,125)

0 0

＜119,000＞ ＜119,000＞ ＜104,125＞

(7,300) (7,300) (6,387)

0 0

＜7,300＞ ＜7,300＞ ＜6,387＞

(763,427) (763,427) (610,741)

0 0

＜763,427＞ ＜763,427＞ ＜610,741＞

(480,000) (480,000) (384,000)

0 0

＜480,000＞ ＜480,000＞ ＜384,000＞

(1,420,884) (1,420,884) (1,243,273)

0 0

＜1,420,884＞ ＜1,420,884＞ ＜1,243,273＞

(4,490,500) (4,490,500) (3,929,187)

0 0

＜4,490,500＞ ＜4,490,500＞ ＜3,929,187＞

(300,000) (300,000) (240,000)

0 0

＜300,000＞ ＜300,000＞ ＜240,000＞

(125,000) (125,000) (100,000)

0 0

＜125,000＞ ＜125,000＞ ＜100,000＞

(310,000) (310,000) (248,000)

0 0

＜310,000＞ ＜310,000＞ ＜248,000＞

(80,000) (80,000) (64,000)

0 0

＜80,000＞ ＜80,000＞ ＜64,000＞

(1,030,742) (1,030,742) (901,898)

0 0

＜1,030,742＞ ＜1,030,742＞ ＜901,898＞

(21,150) (21,150) (16,920)

0 0

＜21,150＞ ＜21,150＞ ＜16,920＞

(1,048,960) (1,048,960) (786,720)

0 0

＜1,048,960＞ ＜1,048,960＞ ＜786,720＞

(4,320,709) (4,320,709) (3,240,531)

0 0

＜4,320,709＞ ＜4,320,709＞ ＜3,240,531＞

(32,800) (32,800) (26,240)

【他事業より流用】（平成26年5月15日）
流用元D-4-1災害公営住宅整備事業（宮古市地区）
流用額[H26]139,000千円（国費121,625千円）
流用後交付金対象額967,000千円（国費846,125千円）
【他事業へ流用】（平成29年1月19日）
流用先：D-5-1災害公営住宅家賃低廉化事業
流用額：［H26］32,758千円（国費28,663千円）
流用後交付対象事業費：934,242千円（国費817,462千円）

【他事業より流用】（平成26年5月8日）
流用元：D-4-7-1災害公営住宅整備事業（宮古南地区その
１）、D-4-7-2災害公営住宅整備事業（宮古南地区その２）
流用額：[H26]581,980千円（509,232千円）
流用後交付対象事業費：2,651,595千円（国費2,320,145千円）
【他事業へ流用】（平成29年10月11日）
流用先：D-15-1中心市街地津波復興拠点整備事業
流用額：［H26］255,957千円（国費223,962千円）
流用後交付対象事業費：2,395,638千円（国費2,096,183千円）

【他事業より流用】（平成27年5月21日）
流用元：D-22-3館山都市公園事業
流用額：［H27］45,000千円（36,000千円）
流用後交付対象事業費：200,000千円（国費160,000千円）

 法の脇地区防災集団移転促進事業
 津軽石

法の脇地区
 市  市  直接 3/4

3/4

76   D  -     23  -   4    1

  災害公営住宅等整備事業
 （宮古市）

津軽石地区
 県  県  直接74   D  -       4  -   5  

79   D  -       1  -   9

  1  -78  ★  F  -       2  -

 -       4  -   6  

 

 市  直接 4/5  1  市街地復興効果促進事業  宮古市  市

 直接 3/5  （仮称）胡瓜沢線道路整備事業  高浜地区  市  市

 田老地区防災集団移転促進事業  田老地区  市  市  直接 3/4

3/4

82   D  -     23  -   1    1

  災害公営住宅整備事業（宮古北地区）  宮古北地区  市  市  直接80   D

 

 市  直接 3/5

93   D  -       1  - ###

###    磯鶏金浜線（金浜工区）道路整備事業  金浜地区  市92   D  -       1

  （仮称）赤前上下線道路整備事業  赤前地区  市  市

 -

 直接 3/5

 （仮称）金浜3号線道路整備事業  金浜地区  市  市  直接 3/5

3/5

97   D  -       1  - ###   

  （仮称）新田平乙部線道路整備事業  田老地区  市  市  直接94   D  -       1  - ###  

101  ◆  D  -       4  -   1

  8  98   D  -       4  -

 -     17  -   6  

 -

 市  直接 3/4  災害公営住宅整備事業（田老地区）  田老地区  市

 直接 4/5  5  災害公営住宅駐車場整備事業
 田老地区
宮古地区
重茂地区

 市  市

 鍬ヶ崎・光岸地地区都市再生区画整理事業
 鍬ヶ崎・光岸

地地区
 市  市  直接 1/2

1/2

106   D  -     17  -   8   

  田老地区都市再生区画整理事業  田老地区  市  市  直接104   D

 市  直接 4/5  8  -   1  鍬ヶ崎・光岸地地区内水面対策事業
 鍬ヶ崎・光岸

地地区
 市107  ◆  D  -     17  -



0 0

＜32,800＞ ＜32,800＞ ＜26,240＞

 市  直接 4/5  8  -   1  鍬ヶ崎・光岸地地区内水面対策事業
 鍬ヶ崎・光岸

地地区
 市107  ◆  D  -     17  -



(157,000) (157,000) (117,750)

0 0

＜157,000＞ ＜157,000＞ ＜117,750＞

(494,600) (494,600) (432,775)

0 0

＜494,600＞ ＜494,600＞ ＜432,775＞

(279,100) (279,100) (244,212)

0 0

＜279,100＞ ＜279,100＞ ＜244,212＞

(287,058) (287,058) (229,646)

0 0

＜287,058＞ ＜287,058＞ ＜229,646＞

(669,412) (669,412) (585,735)

0 0

＜669,412＞ ＜669,412＞ ＜585,735＞

(120,384) (120,384) (105,336)

0 0

＜120,384＞ ＜120,384＞ ＜105,336＞

(14,586) (14,586) (10,939)

0 0

＜14,586＞ ＜14,586＞ ＜10,939＞

(160,629) (160,629) (128,503)

0 0

＜160,629＞ ＜160,629＞ ＜128,503＞

(280,000) (280,000) (224,000)

0 0 0

＜280,000＞ ＜280,000＞ ＜224,000＞

(32,590) (32,590) (24,442)

0 0 0

＜32,590＞ ＜32,590＞ ＜24,442＞

(24,397,651) (24,397,651) (20,114,951) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜24,397,651＞ ＜24,397,651＞ ＜20,114,951＞ ＜0＞ ＜0＞

岩手県 担当者氏名

宮古市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

【他事業へ流用】（平成26年5月8日）
流用先：D-4-6災害公営住宅整備事業(宮古北地区)
流用額：［H26］323,264千円（国費282,856千円）
流用後交付対象事業費：590,849千円（国費516,992千円）
【他事業へ流用】（平成29年1月19日）
流用先：D-5-2災害公営住宅家賃低廉化事業（宮古市内）
流用額：249,759千円（国費：218,539千円）
流用後交付対象事業費：341,090千円（国費：298,453千円）

  3   

    17  -   6  -   1

 藤原地区津波避難路整備事業  藤原地区  市  市  直接 1/2131   D  -     20  -

   災害公営住宅家賃低廉化事業  宮古市内  市  市  直接

 津波遺構保存整備事業  田老地区  市  市  直接 4/5

129   D  -       1  - ###    高浜地区道路整備事業  高浜地区  市  市  直接 3/5

125  ◆  D  -

 108   D  -     21  -   1   浸水対策事業  新川町、藤原  市  市  直接 1/2

 -

 赤前地区防災集団移転促進事業  赤前地区  市  市  直接 3/4

3/4

110   D  -     23  - ###   

  高浜・金浜地区防災集団移転促進事業
 高浜地区
金浜地区

 市  市  直接109   D  -     23  - ###  

  2

 -   2

 市  直接 4/5

116   D  -       4  -   7

###  -   1  埋蔵文化財整理収蔵施設整備事業
 宮古地区
田老地区
重茂地区

 市111  ◆  D  -     23  -

   東日本大震災特別家賃低減事業  宮古市内  市  市  直接 1/2

企画部復興推進課

市町村名 電話番号 0193-68-9096 fukkou@city.miyako.iwate.jp

 直接 3/4

合計額

都道県名 担当部局名 企画部復興推進課

   2  災害公営住宅整備事業（宮古南地区その２）  宮古南地区  市  市

123   D  -       5 3/4

124   D  -       6

mailto:fukkou@city.miyako.iwate.jp


平成２７年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(28,425) (28,425) (24,871)

0 0

＜28,425＞ ＜28,425＞ ＜24,871＞

(603,862) (603,862) (528,379)

0 0

＜603,862＞ ＜603,862＞ ＜528,379＞

(192,000) (192,000) (158,400)

0 0 0

＜192,000＞ ＜192,000＞ ＜158,400＞

(610,000) (610,000) (503,250)

0 0 0

＜610,000＞ ＜610,000＞ ＜503,250＞

(600,000) (600,000) (495,000)

0 0

＜600,000＞ ＜600,000＞ ＜495,000＞

(1,042,000) (1,042,000) (859,650)

0 0

＜1,042,000＞ ＜1,042,000＞ ＜859,650＞

(1,588,000) (1,588,000) (1,310,100)

0 0

＜1,588,000＞ ＜1,588,000＞ ＜1,310,100＞

(3,072,690) (3,072,690) (2,458,149)

0 0

＜3,072,690＞ ＜3,072,690＞ ＜2,458,149＞

(923,500) (923,500) (808,062)

0 0

＜923,500＞ ＜923,500＞ ＜808,062＞

(200,000) (200,000) (160,000)

0 0

＜200,000＞ ＜200,000＞ ＜160,000＞

事業名を災害公営住宅整備事業に変更
【他事業へ流用】（平成26年5月15日）
流用先D-4-5災害公営住宅整備事業（津軽石地区）
流用額[H26]139,000千円（国費121,625千円）
流用後交付金対象額8,121,000千円（国費7,105,875千
円）
【他事業へ流用】（平成29年1月19日）
流用先：D-5-1災害公営住宅家賃低廉化事業
流用額：［H26］23,522千円（国費20,581千円）
流用先：D-6-1東日本大震災特別家賃低減事業
流用額：［H26］29,368千円（25,697千円）
流用後交付対象事業費：8,671,972千円（国費7,587,976

（様式１－４）

宮古市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成29年12月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

 -

 直接 3/4

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

 

 市  直接 3/4

49   D  -     4  -   3

  1    災害公営住宅整備事業（宮古地区）  宮古地区  市11   D  -     4

  災害公営住宅整備事業
 （宮古市）
宮古地区

 県  県

 まちづくり連携道路整備事業

 （宮古市）
（主）重茂半島

線
千鶏

 県  県  直接 2/3

2/3

70   D  -     1  -   5   

  まちづくり連携道路整備事業

 （宮古市）
（主）重茂半島

線
川代

 県  県  直接68   D  -     1  -   3  

72   D  -     1  -   7

  6  71   D  -     1  -

 -     1  -   8  

 

 県  直接 2/3  まちづくり連携道路整備事業

 （宮古市）
（主）重茂半島

線
里

 県

 直接 2/3  まちづくり連携道路整備事業

 （宮古市）
（主）重茂半島

線
熊の平～堀内

 県  県

 市街地復興効果促進事業  宮古市  市  市  直接 4/5

2/3

78  ★  F  -     2  -   1  -   1

  まちづくり連携道路整備事業

 （宮古市）
（主）重茂半島

線
堀内～津軽石

 県  県  直接73   D

 

 市  直接 3/4

92   D  -     1  - ###

  1    1  田老地区防災集団移転促進事業  田老地区  市82   D  -   23

  磯鶏金浜線（金浜工区）道路整備事業  金浜地区  市  市

 -

 直接 3/5

【他事業へ流用】（平成29年10月11日）
流用先：D-17-8鍬ヶ崎・光岸地地区都市再生区画
整理事業
流用額：［H27］28,425千円（国費：24,872千円）
流用後交付対象事業費：4,002,061千円（国費
3,501,801千円）



(137,000) (137,000) (109,600)

0 0

＜137,000＞ ＜137,000＞ ＜109,600＞

(95,000) (95,000) (76,000)

0 0

＜95,000＞ ＜95,000＞ ＜76,000＞

(2,181,291) (2,181,291) (1,908,629)

0 0

＜2,181,291＞ ＜2,181,291＞ ＜1,908,629＞

(5,150) (5,150) (4,120)

0 0

＜5,150＞ ＜5,150＞ ＜4,120＞

(319,040) (319,040) (239,280)

0 0

＜319,040＞ ＜319,040＞ ＜239,280＞

(1,822,202) (1,822,202) (1,366,651)

0 0

＜1,822,202＞ ＜1,822,202＞ ＜1,366,651＞

(220,918) (220,918) (176,734)

0 0

＜220,918＞ ＜220,918＞ ＜176,734＞

(4,023,465) (4,023,465) (3,017,598)

0 0

＜4,023,465＞ ＜4,023,465＞ ＜3,017,598＞

(339,577) (339,577) (297,129)

0 0

＜339,577＞ ＜339,577＞ ＜297,129＞

(36,420) (36,420) (27,314)

0 0

＜36,420＞ ＜36,420＞ ＜27,314＞

(35,000) (35,000) (28,000)

0 0

＜35,000＞ ＜35,000＞ ＜28,000＞

(428,700) (428,700) (342,960)

0 0

＜428,700＞ ＜428,700＞ ＜342,960＞

(15,250) (15,250) (10,166)

0 0

＜15,250＞ ＜15,250＞ ＜10,166＞

(18,519,490) (18,519,490) (14,910,042) (0) (0)

0 0 0 0 0

【他事業より流用】（平成27年5月21日）
流用元：D-22-3館山都市公園事業
流用額：［H27］45,000千円（36,000千円）
流用後交付対象事業費：360,000千円（国費288,000
千円）

 （仮称）新田平乙部線道路整備事業  田老地区  市  市  直接 3/5

3/5

94   D  -     1  - ###   

  （仮称）赤前上下線道路整備事業  赤前地区  市  市  直接93   D  -     1  - ###  

101  ◆  D  -     4  -   1

  8  98   D  -     4  -

 -   17  -   6  

 -

 市  直接 3/4  災害公営住宅整備事業（田老地区）  田老地区  市

 直接 4/5  5  災害公営住宅駐車場整備事業
 田老地区
宮古地区
重茂地区

 市  市

 鍬ヶ崎・光岸地地区都市再生区画整理事業
 鍬ヶ崎・光岸

地地区
 市  市  直接 1/2

1/2

106   D  -   17  -   8   

  田老地区都市再生区画整理事業  田老地区  市  市  直接104   D

 

 市  直接 4/5

108   D  -   21  -   1

  8  -   1  鍬ヶ崎・光岸地地区内水面対策事業
 鍬ヶ崎・光岸

地地区
 市107  ◆  D  -   17

  浸水対策事業  新川町、藤原  市  市

 -

 直接 1/2

 東日本大震災特別家賃低減事業  宮古市内  市  市  直接 1/2

3/4

124   D  -     6  -   2   

  災害公営住宅家賃低廉化事業  宮古市内  市  市  直接123   D  -     5  -   2  

133  ◆  D  -   15  -   2

###  129   D  -     1  -

 -   20  -   4  

 -

 市  直接 3/5  高浜地区道路整備事業  高浜地区  市

 直接 4/5  1  法の脇地区津波浸水防護施設整備事業  法の脇地区  市  市

1/3  藤原地区津波避難路整備事業（用地）  藤原地区  市  市  直接134   D

【他事業へ流用】（平成29年10月11日）
流用先：D-17-8鍬ヶ崎・光岸地地区都市再生区画
整理事業
流用額：［H27］167,311千円（国費：146,397千円）
流用先：D-15-1中心市街地津波復興拠点整備事
業
流用額：［H27］33,760千円（国費29,540千円）
流用後交付対象事業費：3,320,429千円（国費
2,905,373千円）

合計額



＜18,519,490＞ ＜18,519,490＞ ＜14,910,041＞ ＜0＞ ＜0＞

合計額



岩手県 担当者氏名

宮古市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

企画部復興推進課

市町村名 電話番号 0193-68-9096 fukkou@city.miyako.iwate.jp

都道県名 担当部局名 企画部復興推進課

mailto:fukkou@city.miyako.iwate.jp


平成２８年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(146,720) (146,720) (110,040)

0 0 0

＜146,720＞ ＜146,720＞ ＜110,040＞

(129,859) (129,859) (113,626)

0 0 0

＜129,859＞ ＜129,859＞ ＜113,626＞

(10,160) (10,160) (7,620)

0 0 0

＜10,160＞ ＜10,160＞ ＜7,620＞

(38,000) (38,000) (31,350)

0 0 0

＜38,000＞ ＜38,000＞ ＜31,350＞

(1,166,000) (1,166,000) (961,950)

0 0 0

＜1,166,000＞ ＜1,166,000＞ ＜961,950＞

(105,000) (105,000) (86,625)

0 0 0

＜105,000＞ ＜105,000＞ ＜86,625＞

(480,000) (480,000) (396,000)

0 0 0

＜480,000＞ ＜480,000＞ ＜396,000＞

(1,953,000) (1,953,000) (1,611,225)

0 0 0

＜1,953,000＞ ＜1,953,000＞ ＜1,611,225＞

(920,000) (920,000) (759,000)

0 0 0

＜920,000＞ ＜920,000＞ ＜759,000＞

(139,435) (139,435) (111,548)

0 0

＜139,435＞ ＜139,435＞ ＜111,548＞

(650,000) (650,000) (520,000)

0 0

＜650,000＞ ＜650,000＞ ＜520,000＞

【他事業より流用】（平成29年1月19日）
流用元：D-4-3災害公営住宅整備事業（宮古）
流用額：［H28］9,599千円（7,199千円）
　　　　　［H29］24,665千円（18,498千円）
流用後交付対象事業費：63,534千円（国費47,649千円）

（様式１－４）

宮古市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成29年12月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

 -

 直接 3/4

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

 

 市  直接 1/2

51   D  -     5  -   1

  1    中心市街地津波復興拠点整備事業  中心市街地  市15   D  -   15

  災害公営住宅家賃低廉化事業  （宮古市）  県  県

 まちづくり連携道路整備事業

 （宮古市）
（主）重茂半島

線
川代

 県  県  直接 2/3

1/2

68   D  -     1  -   3   

  東日本大震災特別家賃低減事業  （宮古市）  県  県  直接52   D  -     6  -   1  

70   D  -     1  -   5

  4  69   D  -     1  -

 -     1  -   6  

 

 県  直接 2/3  まちづくり連携道路整備事業

 （宮古市）
（主）重茂半島

線
石浜

 県

 直接 2/3  まちづくり連携道路整備事業

 （宮古市）
（主）重茂半島

線
千鶏

 県  県

 まちづくり連携道路整備事業

 （宮古市）
（主）重茂半島

線
熊の平～堀内

 県  県  直接

2/3

2/3

4/5

2/3

72   D  -     1  -   7   

  まちづくり連携道路整備事業

 （宮古市）
（主）重茂半島

線
里

 県  県  直接71   D

 -

 県  直接

78  ★  F  -     2  -   1

  8    まちづくり連携道路整備事業

 （宮古市）
（主）重茂半島

線
堀内～津軽石

 県73   D  -     1

  1  市街地復興効果促進事業  宮古市  市  市

 -

 直接

3/5  （仮称）胡瓜沢線道路整備事業  高浜地区  市  市  直接79   D  -     1  -   9  



(230,000) (230,000) (184,000)

0 0 0

＜230,000＞ ＜230,000＞ ＜184,000＞

(1,054,936) (1,054,936) (791,202)

0 0

＜1,054,936＞ ＜1,054,936＞ ＜791,202＞

(371,918) (371,918) (297,534)

0 0

＜371,918＞ ＜371,918＞ ＜297,534＞

(649,228) (649,228) (568,074)

0 0

＜649,228＞ ＜649,228＞ ＜568,074＞

(72,039) (72,039) (54,029)

0 0

＜72,039＞ ＜72,039＞ ＜54,029＞

(226,245) (226,245) (169,683)

0 0

＜226,245＞ ＜226,245＞ ＜169,683＞

(141,400) (141,400) (113,120)

0 0

＜141,400＞ ＜141,400＞ ＜113,120＞

(8,483,940) (8,483,940) (6,886,626) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜8,483,940＞ ＜8,483,940＞ ＜6,886,626＞ ＜0＞ ＜0＞

岩手県 担当者氏名

宮古市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

【他事業より流用】（平成29年1月19日）
①流用元：D-17-4津軽石・赤前地区都市再生区画整理事業計画案作
成事業（津軽石・赤前地区）
流用額：［H28］135,029千円（国費：118,150千円）
②流用元：D-5-2-1津軽石地区津波復興拠点整備事業（赤前地区）
流用額：［H28］80,658千円（国費：70,575千円）
③流用元：D-17-7野原地区都市再生区画整理事業（野原地区）
流用額：［H28］55,800千円（国費：48,825千円）
④流用元：D-4-7-2災害公営住宅整備事業（宮古南地区その２）（宮古
南地区）
流用額：［H28］249,759千円（国費：218,539千円）
⑤流用元：D-21-2鍬ヶ崎・光岸地地区公共下水道整備事業（鍬ヶ崎・光
岸地地区）
流用額：［H28］131,396千円（国費：114,971千円）
⑥流用元：D-21-3田老地区公共下水道整備事業（田老地区）
流用額：［H28］84,423千円（国費：73,870千円）
流用後交付対象事業費：1,846,252千円（国費：1,615,469千円）

【他事業より流用】（平成29年1月19日）
流用元：D-9-1-1田老地区小規模住宅地区改良事業（田老地
区）
流用額：［H25］75,919千円（国費：56,939千円）
流用後交付対象事業費：198,964千円（国費：149,221千円）

 （仮称）新田平乙部線道路整備事業  田老地区  市  市  直接 3/594   D  -     1  - ###   

107  ◆  D  -   17  -   8

  8  106   D  -   17  -

 -     5  -   2  

 -

 市  直接 1/2  鍬ヶ崎・光岸地地区都市再生区画整理事業
 鍬ヶ崎・光岸

地地区
 市

 直接 4/5  1  鍬ヶ崎・光岸地地区内水面対策事業
 鍬ヶ崎・光岸

地地区
 市  市

 東日本大震災特別家賃低減事業  宮古市内  市  市  直接 1/2

3/4

124   D  -     6  -   2   

  災害公営住宅家賃低廉化事業  宮古市内  市  市  直接123   D

 -

 市  直接 1/2

133  ◆  D  -   15  -   2

  3    藤原地区津波避難路整備事業  藤原地区  市131   D  -   20

  1  法の脇地区津波浸水防護施設整備事業  法の脇地区  市  市

 -

 直接 4/5

企画部復興推進課

市町村名 電話番号 0193-68-9096 fukkou@city.miyako.iwate.jp

合計額

都道県名 担当部局名 企画部復興推進課

mailto:fukkou@city.miyako.iwate.jp


平成２９年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(1,058,689) (1,058,689) (794,016)

0 0 0

＜1,058,689＞ ＜1,058,689＞ ＜794,016＞

(112,000) (112,000) (98,000)

0 0 0

＜112,000＞ ＜112,000＞ ＜98,000＞

(0) (0) (0)

100,000 100,000 82,500

＜100,000＞ ＜100,000＞ ＜82,500＞

(271,000) (271,000) (223,575)

0 0

＜271,000＞ ＜271,000＞ ＜223,575＞

(1,320,000) (1,320,000) (1,089,000)

0 0

＜1,320,000＞ ＜1,320,000＞ ＜1,089,000＞

(560,000) (560,000) (462,000)

0 0

＜560,000＞ ＜560,000＞ ＜462,000＞

(800,000) (800,000) (660,000)

0 0

＜800,000＞ ＜800,000＞ ＜660,000＞

(645,000) (645,000) (483,750)

0 0

＜645,000＞ ＜645,000＞ ＜483,750＞

(44,000) (44,000) (35,200)

0 0

＜44,000＞ ＜44,000＞ ＜35,200＞

【他事業より流用】（平成29年10月11日）
流用元：D-4-1 災害公営住宅整備事業（宮古地区）
流用額：［H29,H30］416,804千円（国費：312,603千
円）
流用元：D-4-8 災害公営住宅整備事業（田老地区）
流用額：［H29］195,196千円（国費：146,397千円）
流用後交付対象事業費：9,101,936千円（国費：
6,826,449千円）

（様式１－４）

宮古市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成29年12月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

 -

 直接 3/4

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

 

 市  直接 1/2

51   D  -     5  -   1

  1    中心市街地津波復興拠点整備事業  中心市街地  市15   D  -   15

  災害公営住宅家賃低廉化事業  （宮古市）  県  県

 まちづくり連携道路整備事業

 （宮古市）
（主）重茂半島

線
石浜

 県  県  直接 2/3

2/3

69   D  -     1  -   4   

  まちづくり連携道路整備事業

 （宮古市）
（主）重茂半島

線
川代

 県  県  直接68   D  -     1  -   3  

72   D  -     1  -   7

  6  71   D  -     1  -

 -     1  -   8  

 

 県  直接 2/3  まちづくり連携道路整備事業

 （宮古市）
（主）重茂半島

線
里

 県

 直接 2/3  まちづくり連携道路整備事業

 （宮古市）
（主）重茂半島

線
熊の平～堀内

 県  県

 鍬ヶ崎・光岸地地区都市再生区画整理事業
 鍬ヶ崎・光岸

地地区
 市  市  直接 1/2

2/3

106   D  -   17  -   8   

  まちづくり連携道路整備事業

 （宮古市）
（主）重茂半島

線
堀内～津軽石

 県  県  直接73   D

 

 市  直接 4/5

      

  8  -   1  鍬ヶ崎・光岸地地区内水面対策事業
 鍬ヶ崎・光岸

地地区
 市107  ◆  D  -   17

     

 -

 

【他事業より流用】（平成29年5月10日）
流用元：D-15-2津軽石地区津波復興拠点整備事
業
流用額：［H26］216,000千円（国費：162,000千円）
流用後交付対象事業費：8,489,936千円（国費：
6,367,449千円）

【他事業より流用】（平成29年1月19日）
流用元：D-1-2まちづくり連携道路整備事業（中倉）
流用額：［H28]25,417千円（22,239千円）
　　　　　[H29］2,869千円（2,511千円）
流用元：D-4-3災害公営住宅整備事業（宮古）
流用額：［H29］23,522千円（20,581千円）
流用元：◆D-1-1-1まちづくり連携道路調査事業（道路）
流用額：［H29］803千円（703千円）
流用元：D-4-5災害公営住宅整備事業（津軽石）
流用額：［H29］32,758千円（28,663千円）
流用後交付対象事業費：433,926千円（国費379,683千円）



(4,810,689) (4,810,689) (3,845,541) (0) (0)

100,000 100,000 82,500 0 0

＜4,910,689＞ ＜4,910,689＞ ＜3,928,041＞ ＜0＞ ＜0＞

岩手県 担当者氏名

宮古市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

市町村名 電話番号

合計額

都道県名 担当部局名



平成３０年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0)

1,120,544 1,120,544 840,408

＜1,120,544＞ ＜1,120,544＞ ＜840,408＞

(0) (0) (0)

425,000 425,000 350,625

＜425,000＞ ＜425,000＞ ＜350,625＞

(0) (0) (0)

1,082,000 1,082,000 892,650

＜1,082,000＞ ＜1,082,000＞ ＜892,650＞

(0) (0) (0) (0) (0)

2,627,544 2,627,544 2,083,683 0 0

＜2,627,544＞ ＜2,627,544＞ ＜2,083,683＞ ＜0＞ ＜0＞

岩手県 担当者氏名

宮古市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

（様式１－４）

宮古市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成29年12月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

 -

 直接 2/3

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

 

 市  直接 1/2

72   D  -     1  -   7

  1    中心市街地津波復興拠点整備事業  中心市街地  市15   D  -   15

  まちづくり連携道路整備事業

 （宮古市）
（主）重茂半島

線
熊の平～堀内

 県  県

     

2/3

        

  まちづくり連携道路整備事業

 （宮古市）
（主）重茂半島

線
堀内～津軽石

 県  県  直接73   D  -     1  -   8  

      

       

 

      

      

【他事業より流用】（平成29年10月11日）
流用元：D-4-8災害公営住宅整備事業（田老地区）
流用額：［H30］39,387千円（国費：29,540千円）
流用元：D-4-6災害公営住宅整備事業（宮古北地
区）
流用額：[H30]298,616千円（国費223,962千円）
流用後交付対象事業費：2,794,212千円（国費
2,095,658千円）

市町村名 電話番号

合計額

都道県名 担当部局名


